
新潟市契約公告第４５号 

特定調達契約（建設工事）に係る競争入札参加者の資格に関する公告 

 新潟市が発注する地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続きの特例を定める政令（平成

７年政令第３７２号)が適用される契約（「特定調達契約」という。）に係る一般競争入札及び指

名競争入札（以下「入札」という。）に参加しようとする者の平成２８年度における建設工事の

資格審査の申請方法及び申請時期等について次のとおり公告する。 

 平成２８年１２月２２日 

新潟市長 篠 田  昭   

１ 申請できる資格の区分 

  建設工事 

２ 申請できる工種 

  別表に掲げる工種のうち，５工種まで申請できる。（ただし，既に登録のある工種以外の工種

について,特定調達契約に係る入札に参加しようとする場合は５工種を超えて登録できる。） 

３ 入札参加資格審査の申請を必要とする場合 

次の各号のいずれかに該当する場合は，当該公告に基づく申請を必要とする。 

（１）平成２７・２８年度新潟市競争入札参加資格者名簿（以下「名簿」）に登載がないが，入札

に参加しようとする場合 

（２）名簿に登載のある者が，既に登録のある工種以外の工種について入札に参加しようとする

場合 

４ 競争入札に参加することができる者 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令１６号）第１６７条の４第１項（同第１６７条の１１

第１項において準用する場合を含む。)に該当しない者 

（２）新潟市税を滞納していない者 

（３）法人税若しくは所得税を滞納していない者 

（４）消費税及び地方消費税を滞納していない者 

（５）社会保険等（雇用保険，健康保険及び厚生年金保険）へ加入している者，または加入義務

がない者 

（６）登録を希望する工種に対応する建設業について，建設業法(昭和２４年法律第１００号)第

３条第１項の許可を受け１年以上営業しており，かつ同法第２７条の２３第１項に定める経

営事項審査（入札参加資格審査の申請日前で有効かつ最新のものに限る。以下「経審」とい

う。）を受けており，同経審において経営規模等評価結果通知書及び総合評定値通知書を通知

されていること。 

（７）次のア～キのいずれにも該当しない者 

ア 暴力団（新潟市暴力団排除条例（平成２４年新潟市条例第６１号）第２条第２号に規定

する暴力団をいう。以下同じ。）

イ 暴力団員（新潟市暴力団排除条例（平成２４年新潟市条例第６１号）第２条第３号に規

定する暴力団員をいう。以下同じ。）

ウ 役員等（法人である場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者その他これらと同等の

責任を有するものをいい，法人以外の団体である場合は代表者，理事その他これらと同等

の責任を有するものをいう。）が暴力団員である者

エ 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与している者

オ 自己，その属する法人その他の団体若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者

に損害を加える目的をもって，暴力団又は暴力団員を利用している者



カ 暴力団又は暴力団員に対して資金を提供し，又は便宜を供与するなど直接的又は積極的

に暴力団の維持運営に協力し，又は関与している者

キ その他暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者

５ 資格審査の提出書類 

競争入札に参加しようとする者は，次の書類を提出しなければならない。 

（１）新規申請の場合 

ア 提出書類点検票 

イ 入札参加資格審査申請書（電子申請時に出力） 

ウ 電子申請受付完了画面（電子申請時に出力） 

エ 委任状（委任する場含のみ） 

オ 建設業許可申請書別紙２「営業所一覧表」の写し 

カ 使用印鑑届 

キ 種目別の施工実績に関する調書（工種の中で，実績入力が必要な細目を申請した方のみ) 

ク 技術職員名簿 

ケ 工事経歴書の写し 

コ 舗装機械の所有状況等調書(舗装工種登録で,新潟市内に本店,支店,営業所がある場合の

み） 

サ 暴力団等の排除に関する誓約書 

シ 国税の納税証明書 

ス 新潟市税の納税証明書 

セ 経営規模等評価結果通知書総合評定通知書の写し

ソ 障がい者雇用状況を証明する書類 

タ 男女共同参画に関する証明書 

チ 東日本旅客鉄道株式会社建設取引希望会社として登録されていることがわかる書類 

ツ 返信用封筒 

（２）登録工種の追加・変更の場合 

  上記イ，ウ及び申請工種に係るキ，ク，ケ，コ，セ 

６ 申請において使用する言語等 

（１）申請書及び提出書類の記載は，日本語で行うこと。なお，提出書類のうち外国語で記載さ

れたものは，日本語の訳文を付記し，又は添付すること。 

（２）申請書及び提出書類に用いる金額は，出納官吏事務規程（昭和２２年大蔵省令第９５号)

第１６条に規定する外国貨幣換算率により日本国通貨に換算し，記載すること。 

７ 申請書類の入手方法 

新潟市ホームページから取得することができる。 

また，新潟市財務部契約課で交付する。 

８ 申請の時期 

随時（ただし，特定調達契約に係る入札公告に基づき申請する場合の受付期間については，

当該入札公告に定める入札参加受付期間とする。） 

９ 申請方法 

提出書類は，新潟市ホームページからインターネットによる電子申請を実施後，下記１３の

場所に持参又は郵送すること。 

10 資格審査結果の通知 

資格審査結果は，審査終了後に通知を行う。 

11 資格の有効期間 



  資格開始の日から平成２９年３月３１日まで 

ただし，特定調達契約に係る入札・契約手続きに限る 

12 その他 

申請書の記入方法及び提出書類の詳細は，特定調達契約に係る平成２７・２８年度新潟市建

設工事入札参加資格審査申請書提出要領（以下「要領」）による。 

要領は新潟市ホームページより取得することができる。 

13 申請書の提出先及び照会先 

郵便番号951-8550 

新潟市中央区学校町通１番町６０２番地１ 

新潟市財務部契約課工事契約係 

電話 025-226-2217 

《別表》 

０１ 土木一式 

０２ 建築一式 

０３ 大工 

０４ 左官 

０５ とび・土工・コンクリート 

０６ 石 

０７ 屋根 

０８ 電気 

０９ 管 

１０ タイル・れんが・ブロック 

１１ 鋼構造物 

１２ 鉄筋 

１３ 舗装 

１４ しゅんせつ 

１５ 板金 

１６ ガラス 

１７ 塗装 

１８ 防水 

１９ 内装仕上 

２０ 機械器具設置 

２１ 熱絶縁 

２２ 電気通信 

２３ 造園 

２４ さく井 

２５ 建具 

２６ 水道施設 

２７ 消防施設 

２８ 清掃施設工事 


